
◎「生涯活躍のまち」構想は、「東京圏をはじめとする地域の高齢者が、希望に応じ地方や「まちなか」に移り住み、多世代と交
流しながら健康でアクティブな生活を送り、必要に応じて医療・介護を受けることができる」まちづくりを目指す。

構想の基本的な考え方

「生涯活躍のまち（日本版CCRC）」構想①－基本的な考え方－

構想が目指す基本方向構想の意義
①東京圏をはじめ地域の高齢者の希望に応じた地方や「ま
ちなか」への移住支援

・移住希望者に対してきめ細かな支援を行う。東京圏など大都市か
らの移住だけでなく、地域の高齢者が近隣から転居するケースも
想定。

②健康でアクティブな生活の実現
・健康な段階からの入居を基本とし、健康づくりや就労、社会活動、
生涯学習に主体的に参加することを目指す。

④「継続的なケア」の確保
・医療介護が必要となった時に、人生の最終段階まで尊厳ある生活
が送れる「継続的なケア」の体制を確保。重度になっても地域に
居住しつつ介護サービスを受けることを基本とする。

③地域社会（多世代）との協働促進
・入居者が地域社会に積極的に溶け込み、子どもや若者など多世代
との協働や地域貢献できる環境を実現する。

⑤ＩＴ活用などによる効率的なサービス提供
・医療介護人材の不足に対応し、ＩＴや多様な人材の活用、高齢者
の積極的な参加により、効率的なサービス提供を行う。

⑥居住者の参画・情報公開等による透明性の高い事業運営
・居住者自身がコミュニティの運営に参画するという視点を重視。

⑦関連法制度等による政策支援
・関連法制度や財政支援などによる政策支援を検討。

①高齢者の地方移住の希望実現
・東京在住者の意向調査によると、地方の移住希望者は、50代では男性は

50.8％、女性は34.2％となっている。
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②地方へのひとの流れの推進
・55～69歳のひとの流れをみると、大都市圏から地方への転出が見られ、東京都
からは年間約2.3万人が都外へ転出している。
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55-69歳増減率

③東京圏の高齢化問題への対応
・東京圏では今後急速に高齢化が進む。特に75歳以上の後期高齢者は2025年まで
の10年間で約175万人増大し、医療介護の確保が大きな課題となる。

75歳以上人口（万人） 増加数（万人）2015年 2025年
東京都 147.3 197.7 50.5
神奈川県 101.6 148.5 47.0
埼玉県 76.5 117.7 41.2
千葉県 71.7 108.2 36.6
一都三県 397.0 572.1 175.2

（資料出所）内閣官房「東京在住者の今後の移住に関する意向調査」（2014年８月）、総務省「住民基本台帳人口移動報告（2014年）」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」

■転出人数
東京都 ： 23,012人

1

資料２



◎「生涯活躍のまち」構想の具体像を、「入居者」、「立地・居住環境」、「サービスの提供」、「事業運営」の４つの観点から
提示。これらは、制度趣旨から一定水準を確保する一方、地域の特性やニーズに即した「多様性」を尊重することが必要。この
ため、「生涯活躍のまち」構想に求められる要件は、「共通必須項目」（入居者の安心・安全の確保などの視点から、地域の事
情に関わりなく遵守しなければならない共通的な項目）と「選択項目」（地方公共団体が地域の特性や希望する地域づくりに
沿ったコンセプトとして選択できる項目）に区分される。

「生涯活躍のまち（日本版CCRC）」構想②－構想の具体像－

Ⅰ.入居者像
①入居者の住み替え形態 ➡ 「大都市移住型」or「近隣転居型」
②入居者の所得等 ➡ 一般的な退職者を基本としつつ、富裕層も想
定。
③入居者の出身地、趣味嗜好 ➡ Ｕターンを想定、趣味嗜好など個人
のニーズに着目、どの程度の所得を想定するかなど多様な選択があ
る

Ⅱ.立地・居住環境
①どこに立地するか ➡ 「まちなか型」or「田園型」
②地域的ひろがりをどうするか➡ 「タウン型」or「エリア型」
③地域資源をどう活用するか ➡ 既存施設や空き家活用など

Ⅲ.サービスの提供
〇提供するサービス内容をどうするか ➡ 就労・社会参加・生涯学習
など多様なプログラムがある

◎地域の特性や強みを活かす ＝ 「選択項目」◎入居者の安心・安全を確保する ＝ 「共通必須項目」

Ⅳ.事業運営
〇事業主体・ファイナンスをどうするか➡ 多様な事業主体・ファイ
ナンス手法

Ⅰ.入居者像
①入居希望の意思確認 ➡ 構想を理解し、入居意思が明確な者とする
ことが必要。意思確認のための丁寧なプロセス（事前相談・意見徴
収、お試し居住）を用意
②入居者の健康状態 ➡ 健康な段階からの入居が基本。要介護者も排
除しない
③入居者の年齢 ➡ 65歳以上を原則。幅広い年齢構成が望ましい。

Ⅱ.立地・居住環境
①地域社会（多世代）交流 ➡ 高齢者が地域社会に溶け込み、多世代
と交流・協働できる環境
②自立した生活ができる居住環境 ➡ 安心して自立した生活がおくれ
る居住環境
③生活全般のコーディネート（運営推進機能） ➡ 入居者の生活全般
をコーディネートする専門人材の配置

Ⅲ.サービスの提供
①移住希望者への支援 ②「健康でアクティブな生活」を支援するプ
ログラムの提供
③「継続的なケア」の提供 ➡ 人生の最終段階まで尊厳ある生活がお
くれる「継続的なケア」提供

Ⅳ.事業運営
①居住者の事業への参画 ②事業運営や居住者に関する情報公開 2
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◎地方公共団体が、地域の特性や強みを活かした、構想の基本コンセプトを固め、構想案及び「基本計画」をとりまとめる。それ
に基づき、適切な事業主体を選定する。事業主体は、事業計画を策定し、事業化に取り組む。

「生涯活躍のまち（日本版CCRC）」構想③－事業化プロセスー

１.検討組織の設置
①庁内の部局横断的な検討組織の設置
②官民の検討会議の設置（関連事業者、学校、金融、住民など地域関係者が参加）

２.構想のとりまとめ
①基本コンセプトを固め、構想案をとりまとめ
②構想案に対する関係者からの意見聴取
③構想のとりまとめ ➡ 「地方版総合戦略」に盛り込む

３.「基本計画」の策定
〇「基本計画（対象区域、事業主体の条件を含む）」の策定

１.事業主体の選定
〇公募を行う場合もあり得る。

２.「事業計画」の策定
①事業主体における施設や人材、資金の確保、事業内容の検討
②事業主体による「事業計画」（具体的な取組内容）の策定

３.入居募集
〇入居募集、希望者に対する事前説明、意見聴取などを行う

Ⅰ.地方公共団体における構想の検討

Ⅱ.事業化に向けた取組

Ⅲ.事業の開始（入居開始）

◎地方公共団体は、国が示す基本的な考え方を踏まえつつ、地域の特性や強みを活かした基本コンセプトを固める。
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１.国:「生涯活躍のまち」構想に関する基本方針を策定するとともに、地方公共団体の取組に対する政策支援（法制度整備、財政
支援など）を行う。

２.地方公共団体:地域の特性や強みを活かして具体的な構想を検討し、基本計画を策定する。事業主体や地域関係者と協働して、
構想を推進。事業化後も、事業主体等に対する多様な支援を実施。

３.事業主体（運営推進法人）:基本計画を踏まえ事業計画を策定する。事業化後は、地方公共団体をはじめ関係者と協働して、コ
ミュニティを運営推進。

「生涯活躍のまち（日本版CCRC）」構想④－各主体の役割分担と連携－
国、地方公共団体、事業主体の役割分担と連携

１.基本方針の策定
・「生涯活躍のまち」構想
の基本的考え方を提示

２.「基本計画」
・地方公共団体が策定した
「基本計画」を確認・調
整

３.政策支援措置
・最終報告に向けて、更な
る支援策の在り方につい
て検討を進める

１.「地方版総合戦略」の策定
・「生涯活躍のまち」構想を規定
２.「基本計画」(仮称)の策定

３.多様な支援措置の実施
・運営推進法人等への多様な支援

４.関係機関の連携支援
・関係機関等の連携を支援

地方公共団体国
１.法人形態
・民間企業、医療法人、社会福祉法人、NPO、まちづくり会社等

※ 市町村が公募するケースもある。

２.機能・業務

３.組織・体制

「生涯活躍のまち」運営推進法人
（コミュニティの運営・事業推進を担う事業主体）

＜基本計画（仮称）＞
◎「生涯活躍のまち」構想の
基本コンセプトを盛り込む
①目標
②対象区域
③事業概要 など

①コミュニティに関する方針の策定➡ 「事業計画」の策定
②入居者の募集・選定、移住者支援（お試し居住など）
③入居者の「支援プログラム」作成とサービス提供機関との調整
・健康増進プログラム、就労・生涯学習・社会参加プログラム、地
域・多世代交流プログラムなど

④地元自治体、関係機関等との連携の確保
⑤入居者のコミュニティ運営への参画の確保
⑥事業・財務状況等の情報公開など

＜人材面＞運営管理や入居者支援を担うコーディネーターの配置
＜ハード面＞「地域交流拠点」の設置、見守り・通報などＩＴ環境
の整備など

＜組織面＞入居者、地元自治体、関係機関、サービス提供機関等が
参加する「運営協議会」の設置「地方創生特区」の活用

（規制緩和）

①地方公共
団体が

「基本計画」
を策定

②基本計画提出

③方向性の
確認・調整

⑤事業計画提出

⑥選定

④法人が
「事業計画」

策定

支
援

住まい
（サービス付き高齢者向け住宅など）

医療・介護
(病院、介護事業所)

大学など
地域教育機関

その他
関係機関

連
携

連
携

連
携

＜＜ イメージ図 ＞＞
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5

１. 入居希望者に対しては、丁寧な意思確認プロセスを用意するほか、多様な移住支援を行う。入居後は、個々人のニーズに応じ
た「支援プログラム」が提供され、「健康でアクティブな生活」の実現が図られるようにする。医療介護が必要となった時に
は、「継続的なケア」の確保を行う。

２.その実現のため、事業主体（運営推進法人）に、運営管理や入居者支援を担う「コーディネーター」を配置するほか、「地域
交流拠点」を設置する。

「生涯活躍のまち（日本版CCRC）」構想⑤－入居・サービス利用－
入居・サービス利用

「生涯活躍のまち」運営推進法人
（コミュニティの運営・事業推進を担う事業主体）

健康増進
サービス機関

医療・介護
(病院、介護事業所)

大学など
地域教育機関

NPO,ボラ
ンティア

入居希望者

１. 入居の事前相談
※事前に入居者同士が集まって意見交換するケースも

２.「お試し居住」による入居

３.入居の決定

４.「支援プログラム」の提案・検討・了承

５.多様な「支援プログラム」の実施

６.成果の検証 医療介護が必要となった時

継続的なケアの提供

就労支援
機関

運営推進機能
「コーディネーター」の配置

（コミュニティ全体の運営管理と入居者支援）

「地域交流拠点」の設置
（入居者や地域住民が参加、多世代交流も）

・入居者の募集選定
・移住者支援

・支援プログラムの
作成

・サービス提供機関
との調整

・自治体、関係機関
との連携の確保

・入居者のコミュニ
ティ運営への参画

・事業・財務状況等
の情報公開

入居募集

入居希望・問い合わせ

移住者支援

提案

提供

提供
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入居・サービス契約
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